
令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 136 障がい者福祉計画策定事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成18（2006)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障がい者基本法、児童福祉法等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

「第６期障がい福祉計画」令和3(2021)年度改訂 国の基本指針に即して、障がいのある人が地域で自分
「第２期障がい児福祉計画」令和3(2021)年度改訂 らしく自立した生活を送ることができるよう、障がい
「第４期障がい者計画」平成30(2018）年度改訂 福祉サービスや相談支援の提供体制を確保し、業務を
 円滑に実施するための計画を策定する。
「ＳＤＧｓの取り組み：３，17」

「第６期みよし市障がい福祉計画」、「第２期みよし市障がい児福祉計画」、「第
R4年度に実施した具体的な ４期障

令

がい者計画」を実行し

和

た。
事業の方法、手順

 

、指標に対す
る成果等

5

事務事業を取り巻く状

年

況は過去と比べ変化し

度

ているか (1)活動指

（

標（事務事業の活動量

4

を表す指標）

・障がい

年

者及びその家族のニー

度

ズが多様化している。

実

名称 単位
・市内の障が

施

い福祉事業所が不足し

分

ている。 ① 審議会開催

）

数 回
変 化

②
内 容

対

事

象(この事業の対象、

務

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

業

大きさを表す指標）

障

目

がい者 名称 単位
市民 ①

的

障がい者手帳所持者 人

評

② 人口 人

目的(この事

価

業によって上記対象を

表

どのような状態にした

様

いのか) (3)成果指

式

標（目的の達成度を示

1

す指標）

障がい者に意

-

見を出してもらう 名称

1

単位
市民等に意見を出

記

してもらう ① 障がい者

入

の意見数 件
② パブコメ

日

、アンケートでの意見

令

数 件

結果(上位基本事

和

業の意図) (4)結果

0

の成果指標（上位基本

5

事業の成果指標）

住み

年

慣れた地域で安心して

1

生活してもらう 名称 単

2

位
① 障がい福祉サービ

月

スの利用者数 人
② 障が

0

い福祉サービスの利用

7

率 ％

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

１

標

R3年度 R4年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度 R7年度 R8年度
指

事

標 ＼ 年度 単位
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
(

現

1)の ① 回 0 1 2 3 1

状

1 3
活動指標 ②
(2)

　

の ① 人 2,365 2,

Ｐ

409 2,419 2,

Ｌ

430 2,441 2,

Ａ

452 2,463
対象

Ｎ

指標 ② 人 61,236

及

61,218 61,2

び

18 61,375 61

Ｄ

,656 61,938

Ｏ

62,219
(3)の

事

① 件 0 3 3 9 3 3 9
成

務

果指標 ② 件 0 0 0 5 0

事

0 5
(4)の結果の ①

業

人 420 500 611

名

630 650 670 6

N

90
成果指標 ② ％ 17

o

.7 20.1 25.3

.

25.9 26.6 27

1

.3 28
予算費目 会計

3

01 一般会計 款 03

6

項 01 目 01

コスト 年

障

度 R3年度 R4年度 R

が

4年度 R5年度 R6年

い

度 R7年度 R8年度
実

者

績値 計画値 実績値 計画

福

値 目標値 目標値 目標値

祉

事業費(決算又は予算

計

額)Ａ 単位 0 2,07

画

6 2,019 2,39

策

6 86 86 2,133

定

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

業

県支出金 千円 0 0 0 0

政

0 0 0
 地方債 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 その他

こ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

一般財源 千円 0 2,0

事

76 2,019 2,3

務

96 86 86 2,13

事

3
人件費Ｂ 千円 181

業

362 181 724 1

施

81 181 362
正職

策

員従事時間×人数 時間

の

×人 50× 1 100×

位

1 50× 1 200× 1

置

50× 1 50× 1 10

基

0× 1
正職員以外の人

本

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

業

0 0 0 1,000 0 0

主

500
トータルコスト

管

A+B+C 千円 181

課

2,438 2,200

名

4,120 267 26

課

7 2,995
単位あた

長

りコスト ① 千円/人 0

名

.1 1 0.9 1.7 0

こ

.1 0.1 1.2
（ﾄ

の

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

事

の対象指標）② 千円/

務

人 0 0 0 0.1 0 0 0

事

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

える必要はないが、意

業

見を出しやすくする工

名

夫が必要。
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

3

はありませんか？ ■ な

6

い

有
効
性

計画策定業務

障

のため、現状以上の成

が

果向上は難しい。
今以

い

上に事業の成果を向上

者

させる方法を記入して

福

下さ

い。 内　容
※(3

祉

)の成果指標を向上さ

計

せる

　ことはできます

画

か？

計画の２か年目で

策

あるため達成途中であ

定

る。
目的達成状況 内　

事

容

□民間への一部委託

業

□民間への全部委託
市

２

関与の必要性 □指定管

評

理 □補助金・負担金助

価

成 ■市の直営
内　容

　

　

（実施手法） 市が作成

Ｃ

する計画であるため。

Ｈ

効
率
性

事業内容を鑑み

Ｅ

ると、統廃合による事

Ｃ

業の効率化又は成果の

Ｋ

向上は難しい。
事務事

目

業の統廃合により、

事

的

業の効率化を図り、成

妥

果
内　容

を向上させる

当

方法を記入し

て下さい

性

。

事務内容を鑑みると

こ

、削減は難しい。
現状

の

より事業費・人件費を

事

削減する方法を記入し

業

て下

さい。（仕様の変

の

更、外部 内　容
委託、

必

従事時間の削減等は

で

要

きないか？)

公
平
性

直

性

接的な受益者はいない

は

。
□ ある □ 現状で適正

薄

受益者負担はあります

れ

か？

また、受益者負担

て

割合は適 □ ない □ 検討

得

が必要 内　容
正ですか

ら

？
■ 受益者がいない

３

れ

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

て

Ｏ
Ｎ

他計画との整合性

い

を図る必要がある 地域

る

における各種関係団体

い

、国、県
事業実施上の

ま

課題、住 。 と連携する

せ

。
民・議会等からの意

ん

見 意　見 対応策
と対応

か

策

計画の目標達成のた

。

めに事業を行っ 計画の

十

目標達成のために事業

分

を推し
R5年度の事業

な

計画は前 変　更
た。 進

成

める。
年度から変更・

果

追加は 前年度 ・
あるか

が

追　加

今後の事業・コ

理

スト・成果の方向性 今

　

後の事業の方向性、改

由

革・改善案
※今年度か

得

らの具体的な事業の進

ら

め方、手段の見直し等

れ

、各方向性の内容

　　

て

　　　　　　　□　拡

い

大 令和５年(2023

ま

)年度にパブリックコ

す

メントを行い、障
　　

か

　　　　　　　□　改

？

善 がい者福祉計画を改

得

訂する。引き続き目標

ら

達成に向け
　　　　　

れ

　　　　■　現状維持

て

て施策を実行していく

い

。
　　　　　　　　　

な

□　縮小
　　　　　　

い

　　　□　統合
　　　

事

　　　　　　□　完了

業

　　　　　　　　　□

進

　廃止・休止
コストの

展

方向性
　　　　　　　

等

　　↓　減少
成果の方

に

向性
　　　　　　　　

よ

　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 136 障がい者福祉計画策定事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

法律上、策定が義務付けられた計画であり、障がい福祉施策
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を進める上での指針となっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

環境の変化はあるが、対象者は計画

様

に関わっており、見直

式

す必要はな
事業進展等

1

による環境変化
□ ある

-

い。
に伴い、対象を見

2

直す（拡
その理由

大・

事

縮小）必要はありませ

務

■ ない
んか？

目的は変



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 143 心身障がい者扶助費等給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和47(1974)年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市在宅心身障がい者扶助費支給条例他

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・障がい者手帳所持者に対し、在宅心身障がい者扶助 ・心身の健康保持及び日常生活の利便性を図るため、
費を支給 身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者に扶助
・難病患者見舞金・交通費 愛知県で特定医療受給者 費を支給する。
証を受けている人、人工透析を受けている人に見舞金 ・障がい者の自立した生活の維持、拡大を支える住ま
と通院に対する交通費を支給 い作りの推進を図るため市民に対し障がい者等住宅改
・精神又は身体に著しい重度の障がいがあり、日常生 修費給付を行う。
活

令

で常時特別の介護を必

和

要とする人（児）に対

 

して特 ・特別障がい者

5

手当始め３つの手当に

年

ついては、支給
別障が

度

い者手当等を支給 額の

（

負担が必要
 「ＳＤＧ

4

ｓの取り組み：１，３

年

」 負担割合：国制度分

度

　国　3/4、市　1

実

/4
        

施

   県制度分　県　

分

10/10
申請受理、

）

審査、決定、扶助費の

事

支給を行った。
R4年

務

度に実施した具体的な

事

事業の方法、手順、指

業

標に対す
る成果等

事務

目

事業を取り巻く状況は

的

過去と比べ変化してい

評

るか (1)活動指標（

価

事務事業の活動量を表

表

す指標）

平成18(2

様

006)年度に障がい

式

者自立支援法が施行さ

1

れ、障が 名称 単位
い福

-

祉への関心が高まった

1

。 ① 手当支給件数 件
変

記

 化
②

内 容

対象(こ

入

の事業の対象、範囲と

日

なる人、物) (2)対

令

象指標（対象の大きさ

和

を表す指標）

在宅心身

0

障がい者 名称 単位
① 障

5

がい者手帳所持者数 人

年

②
目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

2

うな状態にしたいのか

月

) (3)成果指標（目

0

的の達成度を示す指標

7

）

経済的負担の軽減を

日

図る。 名称 単位
心身の

１

健康保持と自立した生

事

活の支援を図る。 ① 扶

務

助費受給者数 人
②

結果

事

(上位基本事業の意図

業

) (4)結果の成果指

の

標（上位基本事業の成

現

果指標）

住み慣れた地

状

域で安心して生活して

　

もらう。 名称 単位
① 自

Ｐ

立支援給付の受給率 ％

Ｌ

② 扶助費の受給率 ％

事

Ａ

務事業の各種指標の実

Ｎ

績と見込及び目標

R3

及

年度 R4年度 R4年度

び

R5年度 R6年度 R7

Ｄ

年度 R8年度
指標 ＼

Ｏ

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

務

目標値 目標値
(1)の

事

① 件 1,590 1,6

業

20 1,621 1,6

名

28 1,636 1,6

N

43 1,651
活動指

o

標 ②
(2)の ① 人 2,

.

365 2,409 2,

1

419 2,430 2,

4

441 2,452 2,

3

463
対象指標 ②
(3

心

)の ① 人 1,590 1

身

,620 1,621 1

障

,628 1,636 1

が

,643 1,651
成

い

果指標 ②
(4)の結果

者

の ① ％ 22.8 22.

扶

8 25.3 25.9 2

助

6.6 27.3 28
成

費

果指標 ② ％ 67.2 6

等

7.2 67 67 67 6

給

7 67
予算費目 会計 0

付

1 一般会計 款 03 項

事

01 目 02

コスト 年度

業

R3年度 R4年度 R4

政

年度 R5年度 R6年度

策

R7年度 R8年度
実績

こ

値 計画値 実績値 計画値

の

目標値 目標値 目標値
事

事

業費(決算又は予算額

務

)Ａ 単位 105,94

事

3 114,947 10

業

5,183 119,7

施

85 115,752 1

策

15,752 115,

の

752

財
源
内
訳

 国庫

位

支出金 千円 13,12

置

5 13,458 12,

基

145 12,941 1

本

4,526 14,52

事

6 14,526
 県支

業

出金 千円 2,410 2

主

,461 2,008 2

管

,366 2,356 2

課

,356 2,356
 

名

地方債 千円 0 0 0 0 0

課

0 0
 その他 千円 0 0

長

0 0 0 0 0
 一般財源

名

千円 90,408 99

こ

,028 91,030

の

104,478 98,

事

870 98,870 9

務

8,870
人件費Ｂ 千

事

円 6,379.8 5,

業

664.6 5,978

の

.4 5,978.4 5

開

,978.4 5,97

始

8.4 5,978.4

時

正職員従事時間×人数

期

時間×人 366× 3 3

事

67× 3 333× 3 3

務

33× 3 333× 3 3

区

33× 3 333× 3
正

分

職員以外の人件費 千円

法

2,405 1,679

定

2,362 2,362

受

2,362 2,362

託

2,362
その他の費

事

用Ｃ 千円 58 363 1

務

,211 1,211 1

自

,211 1,211 1

治

,211
トータルコス

事

トA+B+C 千円 11

務

2,380.8 120

こ

,974.6 112,

の

372.4 126,9

事

74.4 122,94

務

1.4 122,941

事

.4 122,941.

業

4
単位あたりコスト ①

の

千円/人 47.5 50

根

.2 46.5 52.3

拠

50.4 50.1 49

法

.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

令

/(2)の対象指標）

事

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

業

0

1

の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ため
事業進展等による

業

環境変化 □ ある
に伴い

名

、目的を見直す（目
そ

N

の理由
的の追加・拡充

o

又は絞込）

必要はあり

.

ませんか？ ■ ない

有
効

1

性

制度の周知に努め、

4

障がい程度に応じた適

3

正な支給決定を行うこ

心

とにより、成
今以上に

身

事業の成果を向上
果向

障

上の余地がある。
させ

が

る方法を記入して下さ

い

い。 内　容
※(3)の

者

成果指標を向上させる

扶

　ことはできますか？

助

計画通り達成できてい

費

る。
目的達成状況 内　

等

容

□民間への一部委託

給

□民間への全部委託
市

付

関与の必要性 □指定管

事

理 □補助金・負担金助

業

成 ■市の直営
内　容

　

２

（実施手法） 市からの

評

支給である。

効
率
性

近

価

隣市町の動向をうかが

　

い、同様の手当ての統

Ｃ

廃合を図る。
事務事業

Ｈ

の統廃合により、

事業

Ｅ

の効率化を図り、成果

Ｃ

内　容
を向上させる方

Ｋ

法を記入し

て下さい。

目

同様の手当ての統廃合

的

を図ることで、事業費

妥

等を削減できる。
現状

当

より事業費・人件費を

性

削減する方法を記入し

こ

て下

さい。（仕様の変

の

更、外部 内　容
委託、

事

従事時間の削減等は

で

業

きないか？)

公
平
性

手

の

当受給者に負担を課す

必

ことはできない。
□ あ

要

る ■ 現状で適正
受益者

性

負担はありますか？

ま

は

た、受益者負担割合は

薄

適 ■ ない □ 検討が必要

れ

内　容
正ですか？

□ 受

て

益者がいない

３
改
革
改

得

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事

ら

業開始から時間が経過

れ

しており、 近隣市町の

て

動向をうかがい、同様

い

の
事業実施上の課題、

る

住 支給対象者・支給手

い

当額等制度の見 手当て

ま

の統廃合を図る。
民・

せ

議会等からの意見 意　

ん

見 直しの検討が必要。

か

対応策
と対応策

手当の

。

対象者に扶助費の支給

十

を行っ 特になし
R5年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
た。

年度から変更・

成

追加は 前年度 ・
あるか

果

追　加

今後の事業・コ

が

スト・成果の方向性 今

理

後の事業の方向性、改

　

革・改善案
※今年度か

由

らの具体的な事業の進

得

め方、手段の見直し等

ら

、各方向性の内容

　　

れ

　　　　　　　□　拡

て

大 社会福祉の理念に基

い

づき、在宅の心身障が

ま

い者に対し
　　　　　

す

　　　　□　改善 心身

か

障がい者扶助費を支給

？

することによって、引

得

き続
　　　　　　　　

ら

　■　現状維持 き心身

れ

の健康保持の増進と向

て

上を図る。
　　　　　

い

　　　　□　縮小
　　

な

　　　　　　　□　統

い

合
　　　　　　　　　

事

□　完了
　　　　　　

業

　　　□　廃止・休止

進

コストの方向性
　　　

展

　　　　　　→　維持

等

成果の方向性
　　　　

に

　　　　　→　維持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 143 心身障がい者扶助費等給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅の障がい者の経済的負担軽減が図れている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

所得制限、施設入所者、住所要件（１年以上在住）等の条件を見直す
事業

様

進展等による環境変化

式

■ ある ことにより、対

1

象を拡大できる。
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
□ ない

ん

務

か？

目的に変化はない



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 144 障がい者自立支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成18(2006)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律、児童福祉法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい福祉サービス利用希望者に対し、適正な給付を 自立支援給付は、障がい者が自ら福祉サービス事業者
行う。 を選択し、事業者と契約して福祉サービスを利用する
障がい福祉サービスの利用者・保護者への相談支援を 制度。福祉サービスには、自宅におけるヘルパー、事
行い、必要な情報の提供や助言を行う。 業所への入所、通所などがあり、費用は１割を自己負
自立支援給付、地域生活支援事業（障がい福祉サービ 担、９割を給付する。
ス）の支給を決定する。 地域生活支援事業は

令

自立支援給付、自立支

和

援医療など
 の給付事

 

業とは別に、市町村の

5

実情に合わせた事業を

年

 「ＳＤＧｓの取り組

度

み：３，１０」 実施し

（

ていく。

市役所福祉課

4

、相談支援事業所等に

年

よる聴き取り調査を行

度

い、障がい者（児）及

実

び
R4年度に実施した

施

具体的な その家族のニ

分

ーズに応じた障がい福

）

祉サービスの利用につ

事

なげた。
事業の方法、

務

手順、指標に対す
る成

事

果等

事務事業を取り巻

業

く状況は過去と比べ変

目

化しているか (1)活

的

動指標（事務事業の活

評

動量を表す指標）

障が

価

い福祉サービス利用者

表

の増加に伴い、給付費

様

も増加し 名称 単位
てい

式

る。 ① 自立支援給付、

1

地活支援事業決定者数

-

人
変 化

② 相談支援の

1

相談件数 件
内 容

対象

記

(この事業の対象、範

入

囲となる人、物) (2

日

)対象指標（対象の大

令

きさを表す指標）

障が

和

い者 名称 単位
① 障がい

0

者手帳所持者数 人
②

目

5

的(この事業によって

年

上記対象をどのような

1

状態にしたいのか) (

2

3)成果指標（目的の

月

達成度を示す指標）

障

0

がい者（児）が地域で

7

安全に安心して生活で

日

きる。 名称 単位
家族等

１

介護者の介護負担の軽

事

減を図る。 ① 自立支援

務

給付決定者数 人
② 地域

事

生活支援事業決定者数

業

人

結果(上位基本事業

の

の意図) (4)結果の

現

成果指標（上位基本事

状

業の成果指標）

住み慣

　

れた地域で生活しても

Ｐ

らう 名称 単位
① 自立支

Ｌ

援給付の受給率 ％
② 扶

Ａ

助費の受給率 ％

事務事

Ｎ

業の各種指標の実績と

及

見込及び目標

R3年度

び

R4年度 R4年度 R5

Ｄ

年度 R6年度 R7年度

Ｏ

R8年度
指標 ＼ 年

事

度 単位
実績値 計画値 実

務

績値 計画値 目標値 目標

事

値 目標値
(1)の ① 人

業

541 551 641 6

名

60 680 700 72

N

0
活動指標 ② 件 4,3

o

79 4,593 4,2

.

91 4,400 4,5

1

00 4,600 4,7

4

00
(2)の ① 人 2,

4

365 2,409 2,

障

419 2,430 2,

が

441 2,452 2,

い

463
対象指標 ②
(3

者

)の ① 人 540 550

自

611 630 650 6

立

70 690
成果指標 ②

支

人 219 223 183

援

184 185 186 1

事

87
(4)の結果の ①

業

％ 22.8 22.8 2

政

5.3 25.9 26.

策

6 27.3 28.5
成

こ

果指標 ② ％ 67.2 6

の

7.2 67 67 67 6

事

7 67
予算費目 会計 0

務

1 一般会計 款 03 項

事

01 目 02

コスト 年度

業

R3年度 R4年度 R4

施

年度 R5年度 R6年度

策

R7年度 R8年度
実績

の

値 計画値 実績値 計画値

位

目標値 目標値 目標値
事

置

業費(決算又は予算額

基

)Ａ 単位 980,30

本

0 983,693 1,

事

116,610 1,1

業

94,230 1,29

主

9,999 1,299

管

,599 1,299,

課

599

財
源
内
訳

 国庫

名

支出金 千円 302,5

課

61 448,752 4

長

00,733 540,

名

243 595,119

こ

595,119 595

の

,119
 県支出金 千

事

円 151,292 22

務

4,580 200,4

事

40 270,325 2

業

98,197 298,

の

197 298,197

開

 地方債 千円 0 0 0 0

始

0 0 0
 その他 千円 3

時

5 57 24 57 402

期

402 402
 一般財

事

源 千円 526,412

務

310,304 515

区

,413 383,60

分

5 406,281 40

法

5,881 405,8

定

81
人件費Ｂ 千円 29

受

,144.9 27,2

託

22.1 27,124

事

.2 27,124.2

務

27,124.2 27

自

,124.2 27,1

治

24.2
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 1,

務

132× 7 1,071

こ

× 7 921× 8 921

の

× 8 921× 8 921

事

× 8 921× 8
正職員

務

以外の人件費 千円 46

事

0 83 452 452 4

業

52 452 452
その

の

他の費用Ｃ 千円 2,6

根

77 1,474 2,9

拠

24 2,924 2,9

法

24 2,924 2,9

令

24
トータルコストA

事

+B+C 千円 1,01

業

2,121.91,0

の

12,389.11,

概

146,658.21

要

,224,278.2

現

1,330,047.

在

21,329,647

の

.21,329,64

状

7.2
単位あたりコス

況

ト ① 千円/人 428 4

と

20.3 474 503

こ

.8 544.9 542

の

.3 539.8
（ﾄｰ

事

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

務

対象指標）② 千円/ 0

事

0 0 0 0 0 0

1

業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い
んか？

環境の変化は

業

あるが、目的に変化は

名

ないため。
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

1

・拡充又は絞込）

必要

4

はありませんか？ ■ な

4

い

有
効
性

相談支援事業

障

を充実させ、相談者の

が

ニーズを拾い、福祉サ

い

ービスにつなげてい
今

者

以上に事業の成果を向

自

上
く

させる方法を記入

立

して下さ

い。 内　容
※

支

(3)の成果指標を向

援

上させる

　ことはでき

事

ますか？

計画通り達成

業

できている。
目的達成

２

状況 内　容

■民間への

評

一部委託 □民間への全

価

部委託
市関与の必要性

　

□指定管理 □補助金・

Ｃ

負担金助成 □市の直営

Ｈ

内　容
　（実施手法）

Ｅ

相談支援事業は、市内

Ｃ

法人に委託して実施。

Ｋ

効
率
性

高齢者、児童分

目

野と協調することで、

的

効率的に成果を向上さ

妥

せることができる
事務

当

事業の統廃合により、

性

。
事業の効率化を図り

こ

、成果
内　容

を向上さ

の

せる方法を記入し

て下

事

さい。

事務内容を鑑み

業

ると、削減は難しい。

の

現状より事業費・人件

必

費を

削減する方法を記

要

入して下

さい。（仕様

性

の変更、外部 内　容
委

は

託、従事時間の削減等

薄

は

できないか？)

公
平

れ

性

障がい者の日常生活

て

及び社会生活を総合的

得

に支援
■ ある ■ 現状で

ら

適正
受益者負担はあり

れ

ますか？ するための法

て

律に基づく負担割合と

い

なっており、
また、受

る

益者負担割合は適 □ な

い

い □ 検討が必要 内　容

ま

個々の状況に応じた軽

せ

減もあるため。
正です

ん

か？
□ 受益者がいない

か

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

。

Ｉ
Ｏ
Ｎ

相談支援事業、

十

成年後見支援事業の 相

分

談支援事業所の追加。

な

事業実施上の課題、住

成

充実 成年後見支援セン

果

ターの周知。
民・議会

が

等からの意見 意　見 対

理

応策
と対応策

障がい者

　

相談支援事業や成年後

由

見制 相談支援事業、成

得

年後見支援事業の
R5

ら

年度の事業計画は前 変

れ

　更
度の普及を行った

て

。 検証を行う。
年度か

い

ら変更・追加は 前年度

ま

・
あるか 追　加

今後の

す

事業・コスト・成果の

か

方向性 今後の事業の方

？

向性、改革・改善案
※

得

今年度からの具体的な

ら

事業の進め方、手段の

れ

見直し等、各方向性の

て

内容

　　　　　　　　

い

　□　拡大 適切な給付

な

の実施と、相談支援事

い

業の充実を図る。
　　

事

　　　　　　　□　改

業

善
　　　　　　　　　

進

■　現状維持
　　　　

展

　　　　　□　縮小
　

等

　　　　　　　　□　

に

統合
　　　　　　　　

よ

　□　完了
　　　　　

る

　　　　□　廃止・休

環

止
コストの方向性
　　

境

　　　　　　　→　維

変

持
成果の方向性
　　　

化

　　　　　　→　維持

あ

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 144 障がい者自立支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

相談件数、福祉サービス利用者数共に年々増加している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に定
事業進展等に

様

よる環境変化
□ ある 義

式

される障がい者（児）

1

を対象としており、拡

-

大することは難しい。

2

に伴い、対象を見直す

事

（拡
その理由

大・縮小

務

）必要はありませ
■ な



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 148 障がい者福祉センター事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 昭和62(1987)年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市障がい者福祉センター設置条例等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい者福祉センターを指定管理者制度により管理、 障がい者（児）に対し、各種のサービスを提供するこ
運営を行う。 とにより、社会生活への適応性を高め、障がい者（児
 ）の福祉の増進を図る。
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

指定管理によりセンターの管理運営と地域生活支援事業の地域活動支援センター事
R4年度に実施した具体的な 業をみよし市社会福祉協議会に業務委託して実施。各種相談、機能回復や創作的活
事業の方法、手順、指標に対す 動を展開した。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と

令

比べ変化しているか (

和

1)活動指標（事務事

 

業の活動量を表す指標

5

）

市内障がい者数の増

年

加、障がい程度の多様

度

化・重度化が進 名称 単

（

位
んでいる。 ① 年間開

4

所日数 日
変 化

②
内 

年

容

対象(この事業の対

度

象、範囲となる人、物

実

) (2)対象指標（対

施

象の大きさを表す指標

分

）

障がい者 名称 単位
①

）

障がい者手帳所持者 人

事

②
目的(この事業によ

務

って上記対象をどのよ

事

うな状態にしたいのか

業

) (3)成果指標（目

目

的の達成度を示す指標

的

）

障がい者の活動場所

評

が確保でき、心身共に

価

成長することができる

表

名称 単位
。 ① 障がい者

様

福祉センターの延べ利

式

用者数 人
介護者の介護

1

・育児負担が軽減でき

-

る。 ② 運営に関するト

1

ラブル及び苦情件数 件

記

結果(上位基本事業の

入

意図) (4)結果の成

日

果指標（上位基本事業

令

の成果指標）

住み慣れ

和

た地域で安心して生活

0

してもらう 名称 単位
①

5

自立支援給付の受給率

年

％
② 扶助費の受給率 ％

0

事務事業の各種指標の

5

実績と見込及び目標

R

月

3年度 R4年度 R4年

2

度 R5年度 R6年度 R

4

7年度 R8年度
指標 

日

＼ 年度 単位
実績値 計

１

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

務

の ① 日 240 240 2

事

41 241 241 24

業

1 241
活動指標 ②
(

の

2)の ① 人 2,365

現

2,409 2,419

状

2,430 2,441

　

2,452 2,463

Ｐ

対象指標 ②
(3)の ①

Ｌ

人 981 991 831

Ａ

879 927 975 1

Ｎ

,023
成果指標 ② 件

及

0 0 0 0 0 0 0
(4)

び

の結果の ① ％ 22.8

Ｄ

22.8 25.3 25

Ｏ

.9 26.6 27.3

事

28
成果指標 ② ％ 67

務

.2 67.2 67 67

事

67 67 67
予算費目

業

会計 01 一般会計 款

名

03 項 01 目 04

コス

N

ト 年度 R3年度 R4年

o

度 R4年度 R5年度 R

.

6年度 R7年度 R8年

1

度
実績値 計画値 実績値

4

計画値 目標値 目標値 目

8

標値
事業費(決算又は

障

予算額)Ａ 単位 19,

が

206 21,426 2

い

1,045 27,25

者

1 22,196 21,

福

150 21,150

財

祉

源
内
訳

 国庫支出金 千

セ

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

ン

支出金 千円 0 0 0 0 0

タ

0 0
 地方債 千円 0 0

ー

0 0 0 0 0
 その他 千

事

円 0 0 0 5,000 0

業

0 0
 一般財源 千円 1

政

9,206 21,42

策

6 21,045 22,

こ

251 22,196 2

の

1,150 21,15

事

0
人件費Ｂ 千円 890

務

.5 1,216.3 7

事

24 724 1,448

業

724 724
正職員従

施

事時間×人数 時間×人

策

123× 2 112× 3

の

200× 1 200× 1

位

200× 2 200× 1

置

200× 1
正職員以外

基

の人件費 千円 0 0 0 0

本

0 0 0
その他の費用Ｃ

事

千円 0 101 0 0 1,

業

000 0 0
トータルコ

主

ストA+B+C 千円 2

管

0,096.5 22,

課

743.3 21,76

名

9 27,975 24,

課

644 21,874 2

長

1,874
単位あたり

名

コスト ① 千円/人 8.

こ

5 9.4 9 11.5 1

の

0.1 8.9 8.9
（

事

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

務

)の対象指標）② 千円

事

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

することは難しい。
大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
■ ない

んか？

目的に

N

変化はないため。
事業

o

進展等による環境変化

.

□ ある
に伴い、目的を

1

見直す（目
その理由

的

4

の追加・拡充又は絞込

8

）

必要はありませんか

障

？ ■ ない

有
効
性

市民の

が

ニーズに応じ、開所日

い

数を増加し、事業の拡

者

大を図る。
今以上に事

福

業の成果を向上

させる

祉

方法を記入して下さ

い

セ

。 内　容
※(3)の成

ン

果指標を向上させる

　

タ

ことはできますか？

指

ー

定管理者選定の際に出

事

された計画を達成でき

業

ていない。
目的達成状

２

況 内　容

□民間への一

評

部委託 □民間への全部

価

委託
市関与の必要性 ■

　

指定管理 □補助金・負

Ｃ

担金助成 □市の直営
内

Ｈ

　容
　（実施手法） 民

Ｅ

間法人の専門性を活用

Ｃ

しつつ、効果的、効率

Ｋ

的な運営が可能になる

目

。

効
率
性

市の障がい者

的

福祉の拠点として位置

妥

付けられており、統廃

当

合することは困難で
事

性

務事業の統廃合により

こ

、
ある。

事業の効率化

の

を図り、成果
内　容

を

事

向上させる方法を記入

業

し

て下さい。

実施事業

の

を県指定の事業に移行

必

することで、法人の収

要

入は増加し、市の負担

性

は
現状より事業費・人

は

件費を
軽減する。

削減

薄

する方法を記入して下

れ

さい。（仕様の変更、

て

外部 内　容
委託、従事

得

時間の削減等は

できな

ら

いか？)

公
平
性

障がい

れ

者の日常生活及び社会

て

生活を総合的に支援
■

い

ある ■ 現状で適正
受益

る

者負担はありますか？

い

するための法律に基づ

ま

く負担割合となってお

せ

り、
また、受益者負担

ん

割合は適 □ ない □ 検討

か

が必要 内　容 個々の状

。

況に応じた軽減もある

十

ため。
正ですか？

□ 受

分

益者がいない

３
改
革
改

な

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

障

成

がい福祉の拠点として

果

、存続を希 指定管理者

が

制度にて管理、運営を

理

行
事業実施上の課題、

　

住 望。 う。
民・議会等

由

からの意見 意　見 対応

得

策
と対応策

指定管理者

ら

制度により管理、運営

れ

を 引き続き指定管理者

て

制度により管理
R5年

い

度の事業計画は前 変　

ま

更
法人に委託し、地域

す

活動支援センタ 、運営

か

を行う。
年度から変更

？

・追加は 前年度 ・
ー事

得

業を実施。変更はなし

ら

。
あるか 追　加

今後の

れ

事業・コスト・成果の

て

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

な

今年度からの具体的な

い

事業の進め方、手段の

事

見直し等、各方向性の

業

内容

　　　　　　　　

進

　□　拡大 障がい者福

展

祉センターを指定管理

等

者制度により管理、
　

に

　　　　　　　　□　

よ

改善 運営を行う。
　　

る

　　　　　　　■　現

環

状維持
　　　　　　　

境

　　□　縮小
　　　　

変

　　　　　□　統合
　

化

　　　　　　　　□　

あ

完了
　　　　　　　　

る

　□　廃止・休止
コス

に

トの方向性
　　　　　

伴

　　　　↓　減少
成果

い

の方向性
　　　　　　

、

　　　→　維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 148 障がい者福祉センター事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

施設が老朽化しており、身体障がい者にとって利用しやすい
この事業の必要性は薄れて □ 得られている

建物とは言えない。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ ■ 得られていない

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

様

るための法律に定
事業

式

進展等による環境変化

1

□ ある 義される障がい

-

者、障がい児を対象と

2

しており、現状より対

事

象を拡大
に伴い、対象

務

を見直す（拡
その理由



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年01月23日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 149 障がい者施設整備事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 平成８(1996)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障害者支援施設整備事業費補助金交付要綱他

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

障がい福祉サービス事業所「さくらの丘」施設建設に 「さくらの丘」の償還金については平成24(2014)年度
伴う、医療事業団、愛知県県社会福祉協議会貸付金の から令和13(2031)年度で償還完了。
償還金の県補助分を除いた額を市より補助することに 障がい者の日中活動の場を確保し、生活指導、創作活
より、福祉の増進と施設の健全運営を図る。 動等を行うことにより、社会的自立を図り、社会復帰
障がい者に通所の場を確保し、生活指導、創作活動等 を促進するための施設整備の支援をする。
を行うこ

令

とにより、社会的自立

和

を図り社会復帰を促進

 

する。
 
「ＳＤＧｓの

5

取り組み：３」

医療事

年

業団、県社会福祉協議

度

会からの借入償還金元

（

金及び利子の県補助を

4

除いた残
R4年度に実

年

施した具体的な 額を補

度

助した。
事業の方法、

実

手順、指標に対す
る成

施

果等

事務事業を取り巻

分

く状況は過去と比べ変

）

化しているか (1)活

事

動指標（事務事業の活

務

動量を表す指標）

市内

事

障がい者の通所系事業

業

所が不足している。 名

目

称 単位
① 心身障がい者

的

施設整備補助金額 千円

評

変 化
② 借入金額残額

価

千円
内 容

対象(この

表

事業の対象、範囲とな

様

る人、物) (2)対象

式

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

施設整備（

-

事業団借入）をした社

1

会福祉法人 名称 単位
①

記

施設整備をした社会福

入

祉法人数 法人
②

目的(

日

この事業によって上記

令

対象をどのような状態

和

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

6

度を示す指標）

民間に

年

よる施設整備を促進で

0

きるよう負担軽減を行

1

う。 名称 単位
① 補助金

月

額/（借入金＋利子）

2

金額 ％
②

結果(上位基

3

本事業の意図) (4)

日

結果の成果指標（上位

１

基本事業の成果指標）

事

住み慣れた地域で生活

務

してもらう 名称 単位
①

事

自立支援給付の受給率

業

％
② 扶助費の受給率 ％

の

事務事業の各種指標の

現

実績と見込及び目標

R

状

3年度 R4年度 R4年

　

度 R5年度 R6年度 R

Ｐ

7年度 R8年度
指標 

Ｌ

＼ 年度 単位
実績値 計

Ａ

画値 実績値 計画値 目標

Ｎ

値 目標値 目標値
(1)

及

の ① 千円 2,664 2

び

,629 2,629 2

Ｄ

,592 2,555 2

Ｏ

,519 2,088
活

事

動指標 ② 千円 34,8

務

68 30,737 30

事

,737 26,660

業

22,636 18,6

名

67 15,145
(2

N

)の ① 法人 2 2 2 2 2

o

2 2
対象指標 ②
(3)

.

の ① ％ 64 64 64 6

1

4 64 64 64
成果指

4

標 ②
(4)の結果の ①

9

％ 22.8 22.8 2

障

5.3 25.9 26.

が

6 27.3 28
成果指

い

標 ② ％ 67.2 67.

者

2 67 67 67 67 6

施

7
予算費目 会計 01 

設

一般会計 款 03 項 01

整

目 04

コスト 年度 R3

備

年度 R4年度 R4年度

事

R5年度 R6年度 R7

業

年度 R8年度
実績値 計

政

画値 実績値 計画値 目標

策

値 目標値 目標値
事業費

こ

(決算又は予算額)Ａ

の

単位 4,225 5,6

事

29 11,214 5,

務

592 5,555 2,

事

555 2,555

財
源

業

内
訳

 国庫支出金 千円

施

0 0 5,481 0 0 0

策

0
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

位

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

置

の他 千円 0 0 0 0 0 0

基

0
 一般財源 千円 4,

本

225 5,629 5,

事

733 5,592 5,

業

555 2,555 2,

主

555
人件費Ｂ 千円 1

管

81 54.3 54.3

課

54.3 54.3 54

名

.3 54.3
正職員従

課

事時間×人数 時間×人

長

50× 1 15× 1 15

名

× 1 15× 1 15× 1

こ

15× 1 15× 1
正職

の

員以外の人件費 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
その他の

務

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
トータルコストA

業

+B+C 千円 4,40

の

6 5,683.3 11

開

,268.3 5,64

始

6.3 5,609.3

時

2,609.3 2,6

期

09.3
単位あたりコ

事

スト ① 千円/法人 2,

務

203 2,841.7

区

5,634.2 2,8

分

23.2 2,804.

法

7 1,304.7 1,

定

304.7
（ﾄｰﾀﾙ

受

ｺｽﾄ/(2)の対象

託

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ていく必要がある。
事

業

業進展等による環境変

名

化 □ ある
に伴い、目的

N

を見直す（目
その理由

o

的の追加・拡充又は絞

.

込）

必要はありません

1

か？ ■ ない

有
効
性

現状

4

以上に負担軽減措置は

9

図れない。
今以上に事

障

業の成果を向上

させる

が

方法を記入して下さ

い

い

。 内　容
※(3)の成

者

果指標を向上させる

　

施

ことはできますか？

医

設

療事業団、愛知県県社

整

会福祉協議会貸付金の

備

償還金の補助は令和１

事

３(2031)
目的達

業

成状況 内　容 年度に終

２

了する予定で計画通り

評

。

□民間への一部委託

価

□民間への全部委託
市

　

関与の必要性 □指定管

Ｃ

理 ■補助金・負担金助

Ｈ

成 □市の直営
内　容

　

Ｅ

（実施手法） 市からの

Ｃ

直接補助である。

効
率

Ｋ

性

類似事業はない。事

目

業廃止すると、法人の

的

運営に影響する。
事務

妥

事業の統廃合により、

当

事業の効率化を図り、

性

成果
内　容

を向上させ

こ

る方法を記入し

て下さ

の

い。

事務内容を鑑みる

事

と、削減は難しい。
現

業

状より事業費・人件費

の

を

削減する方法を記入

必

して下

さい。（仕様の

要

変更、外部 内　容
委託

性

、従事時間の削減等は

は

できないか？)

公
平
性

薄

直接的な受益者はいな

れ

いため
□ ある □ 現状で

て

適正
受益者負担はあり

得

ますか？

また、受益者

ら

負担割合は適 □ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
■ 受益者がいな

い

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

る

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市内の障がい

い

福祉サービス事業所が

ま

障がい福祉サービス事

せ

業所の誘致。
事業実施

ん

上の課題、住 不足して

か

いる。
民・議会等から

。

の意見 意　見 対応策
と

十

対応策

市内に開設され

分

た新規の障がい福祉 特

な

になし
R5年度の事業

成

計画は前 変　更
事業所

果

に対し、補助金を交付

が

した（
年度から変更・

理

追加は 前年度 ・
１件）

　

。
あるか 追　加

今後の

由

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

ま

内容

　　　　　　　　

す

　□　拡大 市内に開設

か

される福祉サービス事

？

業所に対し補助金を
　

得

　　　　　　　　□　

ら

改善 拠出することで事

れ

業所の充実を図る。
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

な

　　　□　縮小
　　　

い

　　　　　　□　統合

事

　　　　　　　　　□

業

　完了
　　　　　　　

進

　　□　廃止・休止
コ

展

ストの方向性
　　　　

等

　　　　　→　維持
成

に

果の方向性
　　　　　

よ

　　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 149 障がい者施設整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

計画的に補助しており、法人の負担軽減につながっていると
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

聴取している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市内障がい者の通所系事業所が不足しており、対象拡大等の検討

様

が必
事業進展等による

式

環境変化
■ ある 要。

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
□ ない

事

んか？

市の障がい者福

務

祉計画に沿って対応し



令和 5年度（4年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和05年05月24日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 5502 障がい者等サポートセンター事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 障がい者福祉

主管課名 福祉課 課長名 岡田　珠見
この事務事業の開始時期 令和３(2021）年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

旧障がい者福祉センターを「障がい者等サポートセン 厚生労働省は、ひきこもり状態の人やその家族から相
ター」に改修し、精神障がい者等サポート事業を実施 談があった際は、自治体において、相談を確実に受け
。精神障がい者等（ひきこもり含む）の相談窓口や活 止め、丁寧に寄り添う対応をするよう要請した。
動場所を開設する。施設管理は市が直接、事業は社会 障がい者自立支援協議会が、市に必要な機能として、
福祉法人に委託する。 ①精神障がい者が働くことがで

令

きる場所、②緊急時に

和

対応できる機能、③一

 

人暮らし体験ができる

5

機能が示
された。

精神

年

障がい者等サポート事

度

業を委託し、精神障が

（

い者等（ひきこもり含

4

む）の相談
R4年度に

年

実施した具体的な 窓口

度

や活動場所を開設した

実

。施設管理は市が直接

施

行った。
事業の方法、

分

手順、指標に対す
る成

）

果等

事務事業を取り巻

事

く状況は過去と比べ変

務

化しているか (1)活

事

動指標（事務事業の活

業

動量を表す指標）

精神

目

障がい者を主対象とし

的

たデイサービスが市内

評

に無くな 名称 単位
った

価

① 障がい者等サポート

表

センター数 件
変 化

②

様

内 容

対象(この事業

式

の対象、範囲となる人

1

、物) (2)対象指標

-

（対象の大きさを表す

1

指標）

市内在住の精神

記

障がい者 名称 単位
① 精

入

神障害者保健福祉手帳

日

保持者 人
②

目的(この

令

事業によって上記対象

和

をどのような状態にし

0

たいのか) (3)成果

5

指標（目的の達成度を

年

示す指標）

障がい者等

0

サポートセンターに登

5

録する 名称 単位
① 障が

月

い者等サポートセンタ

2

ー登録者数 人
②

結果(

4

上位基本事業の意図)

日

(4)結果の成果指標

１

（上位基本事業の成果

事

指標）

障がい者等サポ

務

ートセンターに通って

事

くる 名称 単位
① 障がい

業

者等サポートセンター

の

利用者数 人
②

事務事業

現

の各種指標の実績と見

状

込及び目標

R3年度 R

　

4年度 R4年度 R5年

Ｐ

度 R6年度 R7年度 R

Ｌ

8年度
指標 ＼ 年度

Ａ

単位
実績値 計画値 実績

Ｎ

値 計画値 目標値 目標値

及

目標値
(1)の ① 件 1

び

1 1 1 1 1 1
活動指標

Ｄ

②
(2)の ① 人 529

Ｏ

581 540 560 5

事

80 600 620
対象

務

指標 ②
(3)の ① 人 0

事

20 58 60 62 64

業

66
成果指標 ②

(4)

名

の結果の ① 人 0 20 5

N

8 60 62 64 66
成

o

果指標 ②
予算費目 会計

.

01 一般会計 款 03

5

項 01 目 04

コスト 年

5

度 R3年度 R4年度 R

0

4年度 R5年度 R6年

2

度 R7年度 R8年度
実

障

績値 計画値 実績値 計画

が

値 目標値 目標値 目標値

い

事業費(決算又は予算

者

額)Ａ 単位 74,04

等

8 18,817 18,

サ

178 19,543 2

ポ

1,861 21,86

ー

1 21,861

財
源
内

ト

訳

 国庫支出金 千円 6

セ

,643 4,500 9

ン

,082 4,500 1

タ

0,400 10,40

ー

0 10,400
 県支

事

出金 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 地方債 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 その他 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
 一般

こ

財源 千円 67,405

の

14,317 9,09

事

6 15,043 11,

務

461 11,461 1

事

1,461
人件費Ｂ 千

業

円 1,303.2 1,

施

303.2 1,093

策

.2 1,093.2 1

の

,093.2 1,09

位

3.2 1,093.2

置

正職員従事時間×人数

基

時間×人 120× 3 1

本

20× 3 151× 2 1

事

51× 2 151× 2 1

業

51× 2 151× 2
正

主

職員以外の人件費 千円

管

0 0 0 0 0 0 0
その他

課

の費用Ｃ 千円 120 0

名

20 20 20 20 20

課

トータルコストA+B

長

+C 千円 75,471

名

.2 20,120.2

こ

19,291.2 20

の

,656.2 22,9

事

74.2 22,974

務

.2 22,974.2

事

単位あたりコスト ① 千

業

円/人 142.7 34

の

.6 35.7 36.9

開

39.6 38.3 37

始

.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

時

/(2)の対象指標）

期

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R4年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R3年度 R4年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませ
■ ない

業

んか？

ひきこもり状態

名

の人やその家族から相

N

談があった際に、相談

o

を確実に
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
受

5

け止め、丁寧に寄り添

5

う対応をする機関であ

0

り、目的は見直さない

2

に伴い、目的を見直す

障

（目
その理由 。

的の追

が

加・拡充又は絞込）

必

い

要はありませんか？ ■

者

ない

有
効
性

障がい者等

等

サポートセンターの利

サ

用者を増やす。
今以上

ポ

に事業の成果を向上

さ

ー

せる方法を記入して下

ト

さ

い。 内　容
※(3)

セ

の成果指標を向上させ

ン

る

　ことはできますか

タ

？

当初の目的は達成し

ー

ている。
目的達成状況

事

内　容

□民間への一部

業

委託 ■民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 □市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 精神

Ｃ

障がい者等の対応に精

Ｈ

通した法人に委託して

Ｅ

実施する。

効
率
性

新規

Ｃ

事業であり、統廃合は

Ｋ

考えていない。
事務事

目

業の統廃合により、

事

的

業の効率化を図り、成

妥

果
内　容

を向上させる

当

方法を記入し

て下さい

性

。

新規事業であり、事

こ

業費の削減はない。
現

の

状より事業費・人件費

事

を

削減する方法を記入

業

して下

さい。（仕様の

の

変更、外部 内　容
委託

必

、従事時間の削減等は

要

できないか？)

公
平
性

性

適正である
□ ある ■ 現

は

状で適正
受益者負担は

薄

ありますか？

また、受

れ

益者負担割合は適 ■ な

て

い □ 検討が必要 内　容

得

正ですか？
□ 受益者が

ら

いない

３
改
革
改
善
案
　

れ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

精神障が

て

い者の働くことのでき

い

る場 精神障がい者等サ

る

ポート事業を実施
事業

い

実施上の課題、住 所、

ま

緊急時に対応すること

せ

のできる
民・議会等か

ん

らの意見 意　見 機能、

か

一人暮らし（宿泊）の

。

体験が 対応策
と対応策

十

できる機能が市に必要

分

障がい者等サポートセ

な

ンターを開設 特になし

成

R5年度の事業計画は

果

前 変　更
年度から変更

が

・追加は 前年度 ・
ある

理

か 追　加

今後の事業・

　

コスト・成果の方向性

由

今後の事業の方向性、

得

改革・改善案
※今年度

ら

からの具体的な事業の

れ

進め方、手段の見直し

て

等、各方向性の内容

　

い

　　　　　　　　□　

ま

拡大 令和３(2021

す

)年度に旧障がい者福

か

祉センターを改修し
　

？

　　　　　　　　□　

得

改善 、令和４(202

ら

2)年４月に、新たに

れ

障がい者等サポート
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持 センターを開

な

所した。精神障がい者

い

等の居場所として
　　

事

　　　　　　　□　縮

業

小 、支援体制を強化し

進

ていく。
　　　　　　

展

　　　□　統合
　　　

等

　　　　　　□　完了

に

　　　　　　　　　□

よ

　廃止・休止
コストの

る

方向性
　　　　　　　

環

　　↑　増加
成果の方

境

向性
　　　　　　　　

変

　→　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R5年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 5502 障がい者等サポートセンター事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

精神障がい者等サポート事業を実施し、精神障がい者等（ひ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

きこもり含む）の相談窓口や活動場所を開設する。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

精

様

神障がい者等の居場所

式

作りのためのセンター

1

であり、対象者は見直

-

事業進展等による環境

2

変化
□ ある さない。

に

事

伴い、対象を見直す（

務

拡
その理由

大・縮小）


